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会 議 内 容 の 記 録 （ 会 議 経 過 、 結 論 等 ）

開会前に傍聴希望者の有無について確認を行った。

→傍聴希望者なし

１ 開会

２ 議題

市民会館及び市民体育館再整備基本計画策定に係る整備手法について

松永市長公室長より、「市民会館及び市民体育館再整備基本計画策定に係る整備

手法」について説明した後、意見交換を行った。

説明の概要は以下のとおりである。

○公共施設の現状と将来の更新費用について

志木市は、昭和４０年代の高度経済成長期を中心に、人口の増加などを背景

として公共施設及びインフラ（以下「公共施設等」という。）を整備してきたが、

今後、これまで整備してきた公共施設等の老朽化に伴う維持補修経費の増大が

予想されている。

このような中、公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うこ

とにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を

実現するため、計画期間を３０年間とする「志木市公共施設等マネジメント戦

略（志木市公共施設等総合管理計画）」を平成２７年８月に策定した。

市内の公共施設については、昭和４８年をピークとして昭和５８年頃に建設

されたものが多い。昭和４８年には、志木第三小学校、宗岡小学校、宗岡第二

小学校、志木第二中学校などの学校施設が集中して建設されたが、将来的には

本市も直面する少子化に対応するため、いずれは学校の統廃合や建替えなどを

考える必要がある。

公共施設等に係る更新費用の将来予測については、５０年間で約８００億円

の維持補修費や建替え費などを要する。１年間の平均更新費用は、インフラで

１４．２億円、公共施設で１６億円の合計３０．２億円が必要となるが、本市

では、過去５年間に平均２１．１億円を更新費として支出しており、今後は、

毎年９．１億円程度不足する試算が出ている。

公共施設の更新ピークが訪れる前の今後２０年間で、公共施設等のマネジメ

ントを進め、更新等に係るコストの平準化を図るとともに、人口減少社会の進

展に併せて、市民サービスを低下させないように配慮しながら公共施設の総量



を削減することが必要になっている。

数値目標については、計画期間の３０年間で公共施設の総量（延床面積）の

２割を削減することとしている。

○公共施設の適正配置に向けたマネジメント方策について

計画期間を３０年間とする「志木市公共施設等マネジメント戦略」に基づき、

そのはじめの１０年間における個別施設ごとの再配置等に関する具体的な方向

性を定めた計画が「志木市公共施設適正配置計画～第Ⅰ期 個別施設計画～」

である。

公共施設の総量を削減させる方策として、「建替え」「集約・複合化」「転用」

「廃止」「民営化」「継続」があり、延床面積の削減の考え方については、「建替

え」では削減率が１０％、「集約・複合化」では削減率が３０～４０％であり、

「廃止」や「民営化」では削減率が１００％となる。新庁舎については「建替

え」のため、現在の庁舎よりも延床面積を４５０㎡程度削減し建設する予定で

ある。

第Ⅰ期の計画に位置付けている施設のうち、総合福祉センターや福祉センタ

ーは既に「複合化」を実施し、館保育園については「民営化」を実施したとこ

ろである。

一方で、市民会館、市民体育館、郷土資料館、秋ケ瀬スポーツセンター、武

道館、消防団第３分団車庫については、耐震性が問題となっており、大きな地

震が起こった場合には崩壊の恐れがあることから、早急にマネジメント方策を

検討しなければならない状況である。

○市民会館及び市民体育館の整備手法の比較・評価について

マネジメント方策の考え方に基づき、市民会館及び市民体育館の整備手法を

調査し、比較・検討を行った。整備手法については、（１）耐震化（改修）、（２）

建替え（新設）、（３）複合化（新設）を設定し、３つの手法により比較検討を

行った。各整備手法を比較検討するため、評価項目として、①施設の機能性、

②コスト（施設整備費・維持管理費）、③立地・土地利用規制等、④政策との整

合を設定した。

施設整備費の概算については、以下のとおりである。

（１）市民会館・市民体育館を現用地で耐震改修した場合

・市民会館３６．１億円、市民体育館２１．１億円、合計５７．２億円の費

用を要し、国からの財政支援は３２．１億円、市の支出が２５．１億円と

なる。

・建設から４０年以上経過しているため、２５年後には、施設の建替えが必



要になる。（※ライフサイクルコストで見ると割高になる可能性あり。）

・人工地盤（調整池）についても耐震化が必要となる。

（２）市民会館・市民体育館をそれぞれの現用地で建替えた場合

・市民会館４１．９億円、市民体育館３９．０億円、合計８０．９億円の費

用を要し、国からの財政支援はなく、市の支出が８０．９億円となる。

・耐震化と比較して、整備に係る費用が高くなる。

（３）市民会館用地にて市民会館・市民体育館を複合化し、建替えた場合

・６４．１億円の費用を要し、国からの財政支援は２９．９億円、市の支出

が３４．２億円となる。

・単独で建替えた場合は市の費用負担が大きくなるが、複合化の場合は国か

らの財政支援を受けることができ、単独の建替えと比較して、整備に要す

る費用を低く抑えることができる。

・一方で、用途地域は、敷地の大半が第１種中高層住居専用地域となってお

り、現在の用途地域のままでは、原則、建設することはできない。（※用途

地域の変更又は建築基準法の許可が必要となる。）

・また、市民体育館の用地については、市民体育館の用地を含む志木ニュー

タウンの地域が、一団地認定を受けていることから、様々な要件を考慮す

ると同規模以上の施設を建設することは難しい。（※複合化はほぼ不可能。）

３つの整備手法について各評価項目におけるメリット・デメリットを整理し、

どの手法とすることが望ましいか検証を行った結果、市民会館及び市民体育館

の整備手法としては「市民会館用地における複合化」が最も望ましい手法であ

ると評価した。

今後、市民検討委員会を開催し、令和３年３月には意見公募手続の実施、令

和３年度には基本計画策定、基本設計を行い、令和４年度には実施設計、令和

６年度から工事に着工し、令和８年度から供用開始というスケジュールで進め

る予定である。

（市長）

耐震性が不足し老朽化が進行している市民会館及び市民体育館の再整備につ

いて、教育委員の皆様にも、市の考え方や現在の状況を情報共有するために、

議題とした。

公共施設が老朽化し耐震性が不足している中で、今後いかに老朽化した公共

施設に向き合っていくかが大きなテーマとなる。５０年前を振り返ると、日本

が成長していく中、本市も都市化の進展や人口増加に対応するため、公共施設

の量的拡大に努めてきたが、今後の持続可能な将来を見据えたときに少子高齢



化が進展し税収の減少が見込まれることから、これまでと同じ考えではなく、

時に発想の転換をしていかなけばならない。このような中、来年から建設に入

る新庁舎については、旧庁舎よりも延床面積を削減し設計を行ったところであ

る。

また、学校プールについては、毎年６，５００万円の維持更新費を要するこ

とから、民間のプール施設を活用し、プロのインストラクターにご指導いただ

くことで、施設のマネジメントや児童・生徒の泳力の向上を進めている。

この度、市民会館及び市民体育館の再整備について、さまざまな手法を検討

してきたが、「現用地での建替え」については、国からの財政支援がないことか

ら、市の支出は約８０億円となる。また、「現用地での耐震化」については、市

の支出が２５億円となるが、２５年後には再び建替えの議論を行わなければな

らない。一方で、「市民会館用地にて市民会館と市民体育館を複合化」について

は、市の支出は３４億円、耐用年数についても６５年となり、災害時に強く、

財源的にも低く抑えることができる。

より多くの方に利用していただきたいということも含め総合的に勘案し、「市

民会館用地における複合化」が最適な手法だと判断し検討を進めているところ

である。

今後、「志木市民会館及び志木市民体育館再整備基本計画策定検討委員会」（以

下「検討委員会」という。）を開催し、「市民会館用地における複合化」による

施設の内容について議論していただく予定である。

（委員）

非常にわかりやすい説明だった。先ほど、市長からも話があったが、志木市

の高台である市民会館用地において複合化し建設すると、宗岡地区に住んでい

る人も市民体育館を利用することができるため良いと感じる。また、子どもた

ちが頑張って市民会館のホールで歌を歌ったり、演奏をする姿をとても楽しみ

に見てきたので、そのような思いも考慮してホールを新しく建設していただき

たい。

（市長）

現状、市民会館のホールについては発表の場や集う場といった視点からも機

能はしっかり維持していく必要があるが、現状の８００席を今後も維持するか

どうかといった議論もあるので、今後、検討委員会の中で検討していただく予

定である。

（委員）

現在、大雨が降ると宗岡地区に住んでいる人は市民会館まで避難する人がい

るように、災害時に強いという観点からも市民会館用地において複合化し、建

設するのが良いと感じる。施設の敷地面積は十分なのか。また、施設は何階建



てになるのか。

（事務局）

現在の市民会館と市民体育館の規模を維持したまま複合施設を建設すること

は可能であるが、現在のホールと同規模にするのか、コンパクトにするのかな

ど施設の詳細については、検討委員会の中で検討する。

令和３年４月には、基本計画を策定する予定となっているため、その頃には

大枠についての説明が可能である。

（委員）

「市民会館用地における複合化」の場合、施設の高さ制限はあるのか。

（事務局）

２５メートルの高さ制限がある。

（市長）

田子山富士塚に登ると富士山が見えるが、高い施設を建ててしまうと富士山

が見えなくなり困るというご意見を田子山富士保存会の皆様からいただいてい

るので、その点も注意しなければならない。

（委員）

市民体育館がある館地区は、大雨が降った時の被害が大きいため、耐震化は

厳しいと感じる。「市民会館用地における複合化」の場合は、駐車場の確保が難

しいと思うがいかがか。

（事務局）

現在の駐車場台数は最低限確保したいと考えている。

（委員）

市民会館用地は、地理的に市の中心にあり交通の便もよく、大雨などによる

被害を考えなくて済む場所である。今後も高齢化が進み、車を利用する人も多

いことから駐車場の確保をお願いしたい。

（市長）

駐車場の確保については、様々な見込みを立てて、あらゆる策を検討してい

く。また、財政的な面では、国の財政支援を活用するとともに、これまで積み

立ててきた公共施設安心・安全化基金を活用することを予定している。

市としては、より多くの市民の皆様にとって、快適で使いやすい施設となる

よう、しっかり説明責任を果たしながら準備を進めていきたい。

（教育長）

現在、教育委員会では「学校施設の長寿命化計画」の策定作業を進めている。

学校施設をいかに長く使うかという内容になっており、それと同様の考え方に

なる。市民会館と市民体育館を複合化することで、様々な関心を持った人や各

分野で活躍している人が集う場所ができることは、新たな活力を生む拠点とな



り、コンパクトシティのメリットを生かすことができる。

（市長）

今後は教育施設も含め、公共施設の更新には多額の費用を要するので、教育

委員会の皆様と協議しながら、進めていきたい。

３ 閉会


